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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

平成20年度
第３四半期連結
累計期間

平成20年度
第３四半期連結
会計期間

平成19年度

(自平成20年 
　４月１日
至平成20年
　 12月31日)

(自平成20年 
　10月１日
至平成20年
　 12月31日)

(自平成19年 
　４月１日
至平成20年
　 ３月31日)

経常収益 百万円 45,367 15,475 67,206

経常利益 百万円 7,996 1,323 8,363

四半期純利益 百万円 4,731 1,347 ―

当期純利益 百万円 ― ― 4,252

純資産額 百万円 ― 151,414 161,799

総資産額 百万円 ― 2,610,5712,602,302

１株当たり純資産額 円 ― 819.22 874.47

１株当たり四半期純利益
金額

円 25.65 7.30 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― 23.04

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益
金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ ― 5.78 6.19

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 97,264 ― 29,565

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △ 92,816 ― △ 21,584

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △ 1,093 ― △ 1,151

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― 62,452 59,142

従業員数 人 ― 1,610 1,543

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結
財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

４　「自己資本比率」は、(純資産の部合計－少数株主持分)を四半期末(期末)資産の部の合計で除して算出してお
ります。

５　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該
当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５　経理の状況」の「２　その他」
中、「(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等」の
「①　損益計算書」にもとづいて掲出しております。

　　なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③　１株当たり四半期純損益金額
等」に記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
1,610
[  695]

(注) １　従業員数は、執行役員５人及び海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員701人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

　

(2) 当行の従業員数

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
1,539
[　633]

(注) １　従業員数は、執行役員５人及び海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員639人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載し

ておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び連

結会社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、米国発の金融危機が実体経済に波及するなかで、輸出が減

速し、生産活動が大きく落ち込んだほか、所得・雇用環境の悪化から個人消費も一段の冷え込みがみられ

るなど、悪化傾向が急速に強まりました。

この間の金融情勢を見ますと、日経平均株価が戦後最大の下げ幅となったほか、為替相場も13年ぶりの

円高水準となるなど、大きく変動しました。

当行グループの主たる営業基盤である山梨県経済をみますと、生産において輸出関連業種を中心に減

少幅が拡大したほか、設備投資の抑制姿勢が強まり、個人消費も動きが弱まるなど、後退色を強めました。

当第３四半期連結会計期間の経営成績について、経常収益は、154億75百万円となりました。

　経常利益は13億23百万円となりました。四半期純利益は13億47百万円となりました。

主要勘定の増減について、預金は、法人預金の減少等により平成20年9月末比212億円減少し、2兆2,598

億円となりました。また、譲渡性預金を含めた総預金は、同88億円減少し、2兆3,784億円となりました。

　貸出金は、大企業向け貸出の減少等により平成20年9月末比66億円減少し、1兆5,057億円となりました。

　有価証券は、同283億円増加し、9,331億円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は96億62百万円となりました。

役務取引等収支は13億73百万円となりました。

その他業務収支は△9億83百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 9,612 49 ― 9,662

　うち資金運用
　収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 11,126 147 5 11,268

　うち資金調達
　費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,513 98 5 1,606

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,359 13 ― 1,373

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,785 22 ― 1,807

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 425 8 ― 433

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 △ 1,045 61 ― △ 983

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,779 61 ― 1,841

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 2,825 ― ― 2,825

(注) １　「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。

　ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。

２　「相殺消去額(△)」は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借取引の利息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は18億7百万円となりました。

役務取引等費用は4億33百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,785 22 1,807

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 693 ― 693

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 601 21 623

　うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 136 ― 136

　うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 103 ― 103

　うち保護預り
　・貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 75 ― 75

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 76 0 77

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 425 8 433

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 176 8 184

(注) １　「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。

　ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。

２　相殺消去額については、該当ありません。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 2,255,836 4,031 2,259,867

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,182,588 ― 1,182,588

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,054,329 ― 1,054,329

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 18,917 4,031 22,948

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 118,598 ― 118,598

総合計
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 2,374,434 4,031 2,378,465

(注) １　「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。

　ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

　　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　相殺消去額については、該当ありません。
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国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

　

業種別
平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,505,788100.00

　製造業 162,067 10.76

　農業 1,144 0.08

　林業 205 0.02

　漁業 13 0.00

　鉱業 2,352 0.16

　建設業 65,078 4.32

　電気・ガス・熱供給・水道業 34,320 2.28

　情報通信業 14,632 0.97

　運輸業 45,076 2.99

　卸売・小売業 145,407 9.66

　金融・保険業 65,971 4.38

　不動産業 179,360 11.91

　各種サービス業 187,351 12.44

　国・地方公共団体 201,921 13.41

　その他 400,885 26.62

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 1,505,788 ―

(注) 「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー

借用金が299億円増加、コールローン等が291億円減少したことなどから、570億円のキャッシュイ

ンとなりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得を560億円行い、売却・償還が189億円あったことなどから、382億円のキャッシュ

アウトとなりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金の支払いなどにより6億円のキャッシュアウトとなりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の第３四半期末残高は、624億円となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当行グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じたものはありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 398,000,000

計 398,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 189,915,000同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 189,915,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当ありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 189,915 ― 15,400,000 ― 8,287,374

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　 5,485,000
―

単元株式数は1,000株であり
ます。

完全議決権株式(その他) 普通株式 182,422,000 182,422 同　上

単元未満株式 普通株式 　2,008,000 ―
１単元(1,000株)未満の株式
であります。

発行済株式総数 189,915,000 ― ―

総株主の議決権 ― 182,422 ―

(注) １「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が１千株含まれております。

　　また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が１個含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式529株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
 株式会社　山梨中央銀行

甲府市丸の内
　　　一丁目20番8号

5,485,000 ― 5,485,0002.88

計 ― 5,485,000 ― 5,485,0002.88

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 690 678 644 622 626 582 580 599 542

最低(円) 595 585 541 528 545 468 441 486 473

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債

の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)

に該当するため、当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)に係る損益の状

況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等については、「２　その他」に記載しております。

　

３　当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)は、四半期連結財務諸表の作成

初年度であるため、前第３四半期連結累計期間との対比は行っておりません。

　

４　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年12月31日)の四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツの四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

現金預け金 62,668 59,362

コールローン及び買入手形 60,894 104,011

買入金銭債権 14,620 15,032

商品有価証券 99 21

有価証券 933,147 869,038

貸出金 ※１
 1,505,788

※１
 1,530,135

外国為替 614 465

その他資産 26,355 26,894

有形固定資産 ※２
 27,733

※２
 26,757

無形固定資産 2,148 1,243

繰延税金資産 5,673 832

支払承諾見返 10,278 11,128

貸倒引当金 △39,450 △42,621

資産の部合計 2,610,571 2,602,302

負債の部

預金 2,259,867 2,262,247

譲渡性預金 118,598 116,077

コールマネー及び売渡手形 10,013 11,882

借用金 31,270 1,491

外国為替 45 139

その他負債 20,780 29,128

役員賞与引当金 23 25

退職給付引当金 7,150 7,174

役員退職慰労引当金 596 539

睡眠預金払戻損失引当金 323 149

偶発損失引当金 209 108

繰延税金負債 － 409

支払承諾 10,278 11,128

負債の部合計 2,459,157 2,440,502

純資産の部

資本金 15,400 15,400

資本剰余金 8,306 8,294

利益剰余金 118,617 114,900

自己株式 △2,488 △2,397

株主資本合計 139,836 136,196

その他有価証券評価差額金 11,159 25,112

繰延ヘッジ損益 0 △0

評価・換算差額等合計 11,159 25,111

少数株主持分 418 490

純資産の部合計 151,414 161,799

負債及び純資産の部合計 2,610,571 2,602,302
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

経常収益 45,367

資金運用収益 33,807

（うち貸出金利息） 23,891

（うち有価証券利息配当金） 9,085

役務取引等収益 5,649

その他業務収益 4,841

その他経常収益 1,068

経常費用 37,370

資金調達費用 5,468

（うち預金利息） 4,389

役務取引等費用 1,284

その他業務費用 5,862

営業経費 21,106

その他経常費用 ※１
 3,649

経常利益 7,996

特別利益 1,385

貸倒引当金戻入益 1,301

その他の特別利益 83

特別損失 129

固定資産処分損 125

その他の特別損失 4

税金等調整前四半期純利益 9,252

法人税、住民税及び事業税 2,945

法人税等調整額 1,631

法人税等合計 4,577

少数株主損失（△） △57

四半期純利益 4,731
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,252

減価償却費 1,599

減損損失 4

貸倒引当金の増減（△） △3,171

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △24

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 56

睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少） 174

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 100

資金運用収益 △33,807

資金調達費用 5,468

有価証券関係損益（△） 3,399

為替差損益（△は益） 1,233

固定資産処分損益（△は益） 65

貸出金の純増（△）減 24,346

預金の純増減（△） △2,380

譲渡性預金の純増減（△） 2,520

借用金の純増減（△） 29,779

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 5

コールローン等の純増（△）減 43,529

コールマネー等の純増減（△） △1,869

外国為替（資産）の純増（△）減 △148

外国為替（負債）の純増減（△） △94

資金運用による収入 31,115

資金調達による支出 △4,530

その他 △3,665

小計 102,957

法人税等の支払額 △5,693

営業活動によるキャッシュ・フロー 97,264

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △149,765

有価証券の売却による収入 26,595

有価証券の償還による収入 33,225

有形固定資産の取得による支出 △2,656

有形固定資産の売却による収入 733

無形固定資産の取得による支出 △951

無形固定資産の売却による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,816
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,014

少数株主への配当金の支払額 △1

自己株式の取得による支出 △164

自己株式の売却による収入 86

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,093

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,310

現金及び現金同等物の期首残高 59,142

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 62,452
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　会計処理基準に関する事項の変

更

(リース取引に関する会計基準)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 平成

19年３月30日)及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第16号 同前)が平成20年４月１日

以後開始する連結会計年度から適用されることになったこと

に伴い、中間連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用

しております。

 (貸手側)

　当該取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

変更し、「その他資産」中のリース投資資産として計上してお

ります。

　また、ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によって

おります。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、期首に前連結会計年度

末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約した

ものとして、リース投資資産に計上する方法によっておりま

す。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微

であります。

　セグメント情報に与える影響については、（セグメント情

報）に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 　定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る

減価償却費の額を期間按分する方法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 　「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念

先」で個別の予想損失額を引き当てている債権等以外の債権

に対する貸倒引当金については、中間連結会計期間末の予想損

失率を適用して計上しております。

３　税金費用の計算 　法人税等については、年度決算と同様の方法により計算して

おりますが、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控除項

目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。

４　繰延税金資産の回収可能性の

判断

　繰延税金資産の回収可能性の判断については、一時差異の発

生状況について中間連結会計期間末から大幅な変動がないと

認められるため、当該中間連結会計期間末の検討において使用

した将来の業績予測及びタックス・プランニングの結果を適

用しております。

５　連結会社相互間の債権債務及

び取引の相殺消去

　連結会社相互間の債権債務については、合理的な範囲内で、当

該債権の額と債務の額の差異の調整を行わずに相殺消去して

おります。

　連結会社相互間の取引については、取引金額の差異を合理的

な方法により相殺消去しております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 13,399百万円

延滞債権額 60,135百万円

３ヵ月以上延滞債権額 361百万円

貸出条件緩和債権額 3,125百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 11,320百万円

延滞債権額 65,515百万円

３ヵ月以上延滞債権額 153百万円

貸出条件緩和債権額 7,215百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額　　32,528百万円※２　有形固定資産の減価償却累計額　  31,556百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

※１　その他経常費用には、株式等償却2,403百万円を含

んでおります。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

平成20年12月31日現在

現金預け金勘定 62,668百万円

日本銀行以外への預け金 215百万円

現金及び現金同等物 62,452百万円

　

(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式

　普通株式 189,915

自己株式

　普通株式 5,598
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２　配当に関する事項
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 461 2.5平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年11月14日
取締役会

普通株式 553 3.0平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金

　

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの
　

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
銀行業
(百万円)

リース業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

経常収益

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

40,433 4,282 651 45,367 ― 45,367

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

304 785 293 1,382 (1,382) ―

計 40,737 5,068 944 46,749 (1,382)45,367

　　経常利益 7,507 112 169 7,790 205 7,996

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２　各事業の主な内容は次のとおりであります。

　(1)　銀行業・・・・・銀行業

　(2)　リース業・・・・リース業

　(3)　その他の事業・・クレジットカード業、ベンチャーキャピタル業、コンサルティング業

３　会計方針の変更

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、中間連結会計期間から

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 平成19年３月30日)及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号 同前)を適用しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の各事業の損益への影響は軽微であります。

　

【所在地別セグメント情報】

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び海外支店を有していないため、所在地別セグメン

ト情報は記載しておりません。

　

【国際業務経常収益】

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

※１　企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のコマー

シャル・ペーパーを含めて記載しております。

　

当第３四半期連結会計期間末

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在)

　
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 998 998 0

合計 998 998 0

(注)　時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在)

　

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円)

株式 49,195 59,263 10,067

債券 808,275 818,756 10,481

　国債 357,363 361,202 3,838

　地方債 185,625 188,523 2,898

　社債 265,286 269,030 3,743

その他 53,598 50,269 △ 3,328

合計 911,069 928,289 17,220

(注) １　四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。

２　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照

表価額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)し

ております。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、2,393百万円(全額が株式)であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断し、減損処理する基準は以下のとおりであります。

① 第３四半期連結決算日における当該有価証券の時価の、取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄につい

ては一律減損処理。

② 下落率が30％以上50％未満の銘柄については、過去１年間の時価水準を勘案したうえで回復の可能性がな

い銘柄について減損処理。

③ 下落率が30％未満の銘柄については、発行者の財政状態等を勘案し必要と認める場合に減損処理。
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(デリバティブ取引関係)

※　企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

当第３四半期連結会計期間末

１　金利関連取引(平成20年12月31日現在)

　　　該当事項はありません。

　

２　通貨関連取引(平成20年12月31日現在)

　

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ―

為替予約 605 △ 16 △ 16

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ― △ 16 △ 16

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に

付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金

銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

　

３　株式関連取引(平成20年12月31日現在)

　　　該当事項はありません。

　

４　債券関連取引(平成20年12月31日現在)

　　　該当事項はありません。

　

５　商品関連取引(平成20年12月31日現在)

　　　該当事項はありません。

　

６　クレジットデリバティブ取引(平成20年12月31日現在)

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 円 819.22 874.47

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益
金額

円 25.65

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

　四半期純利益 百万円 4,731

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ―

　普通株式に係る
　四半期純利益

百万円 4,731

　普通株式の期中平均
　株式数

千株 184,413

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期

純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

経常収益 15,475

　資金運用収益 11,268

　 （うち貸出金利息） 8,042

　 （うち有価証券利息配当金） 3,126

　役務取引等収益 1,807

　その他業務収益 1,841

　その他経常収益 558

経常費用 14,151

　資金調達費用 1,606

　 （うち預金利息） 1,375

　役務取引等費用 433

　その他業務費用 2,825

　営業経費 7,016

　その他経常費用 ※1 2,270

経常利益 1,323

特別利益 2,745

　貸倒引当金戻入益 2,673

　その他の特別利益 72

特別損失 4

税金等調整前四半期純利益 4,064

法人税、住民税及び事業税 1,222

法人税等調整額 1,454

法人税等合計 2,676

少数株主利益 40

四半期純利益 1,347

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

※１　その他経常費用には、株式等償却1,707百万円を含

んでおります。
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②　セグメント情報

(事業の種類別セグメント情報)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
銀行業
(百万円)

リース業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

経常収益

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

13,806 1,449 218 15,475 ― 15,475

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

124 271 96 492 (492) ―

計 13,931 1,721 314 15,967 (492) 15,475

　　経常利益 1,184 113 24 1,323 (0) 1,323

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２　各事業の主な内容は次のとおりであります。

　(1)　銀行業・・・・・銀行業

　(2)　リース業・・・・リース業

　(3)　その他の事業・・クレジットカード業、ベンチャーキャピタル業、コンサルティング業

　

(所在地別セグメント情報)

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び海外支店を有していないため、所在地別セグメン

ト情報は記載しておりません。

　

(国際業務経常収益)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　

③　１株当たり四半期純損益金額等

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益
金額

円 7.30

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

　四半期純利益 百万円 1,347

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ―

　普通株式に係る
　四半期純利益

百万円 1,347

　普通株式の期中平均
　株式数

千株 184,346

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。
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(2) その他

中間配当

平成20年11月14日開催の取締役会において、第106期の中間配当につき次のとおり決議いたしました。

中間配当による配当金の総額 553百万円

１株当たりの金額 ３円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月８日

　　 (注)　平成20年９月30日の最終の株主名簿(実質株主名簿を含む)に記載または記録された株主または登録株式質権

者に対し、支払を行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月５日

株式会社　山梨中央銀行

取　締　役　会　　御　中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　手　　塚　　仙　　夫　　 　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　野　　中　　 　 　俊　 　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社山梨中央銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山梨中央銀行及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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